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革新的企業におけるイノベーション戦略とコーポレート・ガバナンス 

―供給サイドからの分析― 

 

日隈信夫 

中央学院大学 商学部 

 

１．はじめに 

 クラウアー(Clower, R. W.)〔1965, 1967〕は，ケイ

ンズ(Keynes, J. M.)〔1936〕のマクロ経済学のミクロ

的な基礎づけを家計部門（需要サイド）から行い，伸

縮価格の下での不均衡を論証し，ワルラス(Walras, M. 

E. L.)〔1874-1877〕の「一般均衡理論」を修正したが，

家計部門の労働供給制約に固執したまま，マクロ的な

総需要曲線を描くには至っていない。また，アイクナ

ー(Eichner, A. S.)〔1976〕は，マクロ経済学のミクロ

的な基礎づけを企業部門（供給サイド）から行い，寡

占的企業が投資のための内部資金調達を行うべく価格

設定理論を投資決定理論および国民所得決定理論に結

びつけ，ミクロ経済学とマクロ経済学の統合を行った

が，こうした企業がイノベーションを行うということ

を指摘していない。ここで，さらなる供給サイドから

の分析が必要となるが，シュムペーター(Schumpeter, 

J. A.)〔1912〕の後継者としてのボウモル(Baumol, W. 

J.)〔2002〕は，寡占的企業は内部資金調達によって投

資資金を賄うだけでなく，イノベーションをももたら

すことを指摘した。 

一方，マルキール(Malkierl, B. G.)〔2007〕は，イノ

ベーションは大企業によってのみ遂行されるわけでは

ないことを指摘した。シュムペーターは，企業者と業

主（経営者），あるいは，イノベーションとマネジメン

トを分離していたが，その後のイノベーション論の後

継者であるドラッカー(Drucker, P. F.)〔1985〕は，マ

ネジメントの1機能として，イノベーションを位置づ

け，イノベーション論とマネジメント論を統合させる

こととなった。 

本稿では，まず，ケインズのマクロ経済学のミクロ

的基礎づけとして，クラウアーをはじめとする需要サ

イドからの考察およびアイクナーをはじめとする供給

サイドからの考察に加えて，ボウモルをはじめとする

さらなる供給サイドからの考察を行う。つぎに，シュ

ムペーターをはじめとするイノベーション論およびチ

ャンドラー(Chandler, A. D.)〔1962〕をはじめとする

経営戦略論，そして，イノベーション論とマネジメン

ト論を統合したドラッカーをはじめとするイノベーシ

ョン論との関連で，企業と市場の関係および近年のイ

ノベーション理論を整理する。さらに，拡張可能な中

核能力によって，既存企業を侵食する新規参入企業お

よび破壊的なイノベーションに陥りがちな既存企業の

事例を考察し，短期的な株主価値最大化ではなく，長

期的なイノベーション戦略を遂行するべく，コーポレ

ート・ガバナンスの新たな基準を模索する。また，本

稿では，シュムペーターをはじめとするイノベーショ

ン論を供給側（企業）の視点（あるいは，資金調達，

投資，研究開発といった技術的側面）からみた経済学

者としての後継者の流れだけではなく，需要側（顧客）

の視点（あるいは，購買，製造，販売といった市場的

側面）からみた経営学者としての後継者の流れからも

捉えることとする 1)。 

 

2.需要サイドからの考察 

ケインズ〔1936〕は，『雇用・利子および貨幣の一般

理論』によって，古典派の教義である「セイの法則」

を覆し，需要面からの分析（「有効需要理論」）によっ

て，「市場体系の不安定性」を強調し，「自己調整的な

ミクロ理論」とは異なる「マクロ経済理論」を構築し

た 2)。 

しかしながら，「有効需要理論」は，マクロ経済理論

であるため，ケインズは市場における「個別主体の行

動」や「価格決定機構」との関連でそれを論じたわけ

ではなかった。また，「交換」や「取引」は，「個別主

体（家計や企業）の行動」であるため，「交換手段とし

ての役割を果たす貨幣」，「取引費用を負担し，利潤を

生み出す企業」の説明はマクロ理論ではなく，ミクロ

理論でなければならない。そのため，こうしたケイン
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ズのマクロ経済学のミクロ的基礎づけが必要となるの

である。 

しかしながら，ワルラスのミクロ経済学は，①セイ

の法則および②一般均衡理論に基づいており，マクロ

経済学とは一貫しておらず，労働市場の超過供給は財

市場の超過需要によって相殺されてしまう。また，ワ

ルラスのミクロ経済学では，取引コストを負担し，市

場（需要と供給）を完全に調整する無償のオークショ

ニア（市場メカニズム）が存在するため，貨幣および

企業といった制度の存在理由がない 3)。ここで，クラ

ウアーは，協調問題を賃金・価格の調整機能に還元せ

ず，家計の需要関数の独立変数を価格ではなく，実現

した労働供給（所得）とし，労働市場の超過供給から

財市場の超過供給を導き，ケインズの有効需要理論を

家計部門から基礎づけた。すなわち，取引をスムース

にするべき貨幣の存在するゆえに，賃金・価格が伸縮

的でも，体系は不均衡になることを提示した 4)。 

一方，パティンキン(Patinkin, D.)〔1965〕は，企業

の生産関数の独立変数を労働力ではなく，実現した財

供給とし，財市場の超過供給から労働市場の超過供給

を導き，ケインズの有効需要理論を企業部門から基礎

づけた。 

しかしながら，パティンキンは，価格の伸縮性を仮

定しており，価格が低下すると実質所得が増加するた

め，実質残高効果によって財需要が回復し，非自発的

失業は自動的に解消されるとした 5)。ここで，クラウ

アー〔1975〕は，ワルラスの一般均衡理論の修正であ

る一般不均衡理論を放棄し，マーシャル(Marshal, A.)

〔1890〕の一般過程分析を採用することとした。すな

わち，取引コストを負担し，市場（需要・供給）を完

全に調整する無償のオークショニアではなく，取引コ

ストを負担する代わりに代償（利潤）を求め，市場（需

要・供給）を不完全に協調する企業に代替した。クラ

ウアーによると，企業は，利潤を代償として，取引コ

スト負担し，市場を創出するのであるが，企業と市場

の関係は一方的である。また，コース(Coase, R. H.)

〔1937, 1988〕やウィリアムソン(Williamson, O. E.)

〔1975〕をはじめとする新制度学派（取引コスト理論）

においても，最初から存在する市場における取引コス

トを企業内に内部化することで，企業の存在理由を提

唱しているが，企業と市場の関係は代替的（取引コス

トの程度に応じて）である 6)。そして，ジェンセン＝メ

ックリング(Jensen, M. and Meckling, W.)〔1976〕を

はじめとする新制度学派（エージェンシー理論）にお

いては，所有と経営の分離した不完全な資本市場，限

定された合理性および効用の最大化の下，株主・債権

者と経営者との利害の一致しない2者間に生じるエー

ジェンシーコストを防ぐべく統治構造として，さまざ

まな制度を分析しているが 7)，不完全な資本市場以前

に，証券市場・貸付資金市場で，所望の資金調達を実

現できるとは限らない。たとえば，財市場における売

上に左右される内部留保による内部資金調達を考慮す

ると，所望の資金調達を実現できるとは限らない。 

 このように，クラウアーは，たしかに，マクロ経済

学のミクロ的な基礎づけを家計部門から行ったが，企

業部門からの基礎づけについては，未だ満足のいく理

論を提示していない。また，クラウアーの想定する企

業観は，マーシャルと同様に，大企業ではなく，中小

企業である。そして，資金調達についても，市場を創

出する代償として，利潤を得るための価格調整であり，

基本的に，価格は需要によって決定される。さらに，

貯蓄主体は，主として家計部門であり，企業による内

部資金調達はあまり一般的ではない。ここで，アイク

ナー〔1976〕は，価格支配力を有する寡占的部門にお

ける巨大企業自体が，貯蓄者となり，企業賦課金（寡

占的巨大企業が長期的成長率を最大化するために必要

な投資資金）を獲得するために，諸価格を設定し，内

部資金の供給を行い，内部資金の需要を通じて，投資

を行うことを指摘し，さらには，投資決意が，集計的

需要を決定し，国民所得水準を決定する一方で，寡占

的部門，産業全体の価格水準を決定することを指摘し

た 8)。この点は，クラウアーにも，ケインズにもない独

自の企業観であり，ケインズのマクロ経済学のミクロ

的基礎づけ（マクロ経済学とミクロ経済学の結び目）

を示唆するものである。 

 
図 1.アイクナーによるマクロ経済学のミクロ的基礎
づけ 

価格支配力を有する寡占的巨大企業（貯蓄者） 

→価格設定→内部資金の供給（内部資金調達） 

→企業賦課金→内部資金の需要→投資（ミクロ経済

学） 

投資決意→寡占的部門・産業全体の価格設定（ミク

ロ経済学との結び目） 

投資決意→集計的需要・国民所得（マクロ経済学と

の結び目） 

（出所）アイクナー〔1976〕より，アイクナーによるマクロ経済

学のミクロ的基礎づけの要点をまとめた。 
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たしかに，アイクナーによると，寡占的企業は，価

格競争を行わないとしているが，たとえば，通信事業

者の NTT ドコモ，KDDI，ソフトバンクといった寡

占的企業は，基本料金，通話料・通信料などの値下げ

や多様な割引サービスを提供することにより，価格競

争を行っている。すなわち，プライス・リーダーと呼

ばれる寡占的企業は，既存顧客を獲得するべく競争戦

略として，価格を上げるだけではなく，価格を下げる

ことによっても，顧客獲得競争を行っている。もちろ

ん，その際にも，顧客の他キャリアへの乗換えといっ

た代替効果，ソフトバンクや日本通信といった新たな

企業の参入，そして，政府の介入といった内部資金調

達コストが発生する。また，そのほか，アイクナーの

議論に欠如した点は，海外部門，イノベーションなど

がある 9)。ここで，クラウアーの需要サイドからの考

察およびアイクナーの供給サイドからの考察に加えて，

さらなる供給サイド的な考察が必要となる。 

 

3.供給サイドからの考察 

シュムペーター〔1912〕の後継者としてのボウモ

ル〔2002〕は，寡占的企業は，内部資金調達によっ

て，投資資金を賄うだけでなく，イノベーションをも

もたらすことを指摘している。また，ボウモル

〔2002〕によると，資本主義の発展は，価格メカニ

ズムではなく，寡占的巨大企業間のイノベーションを

めぐる激しい競争に起因する。そして，ボウモル

〔2007〕は，企業のイノベーションは，新たなアイ

デア（発明）を実行に移すことのできる「革新的な企

業家（大企業）」によって遂行されるのであり，すで

に利用可能な製品またはサービスを別のソースを用い

て生産・販売する「複製的な企業家」によって遂行さ

れるのではないと主張している。さらに，ボウモル

〔2010〕は，主流派ミクロ理論へ企業家精神を導入

し，標準的な企業モデルへ企業家，発明家および経営

者を導入するための枠組みを提案している 10)。こう

して，ボウモルは，経済成長に対して，革新的な企業

家の重要性を反映する新たなミクロ経済理論の基礎を

構築している。こうしたボウモルの議論を出発点とし

て，シェシンスキ＝ストロム(Sheshinski, E. and 

Strom, R. J.)〔2007〕は，企業家精神は，比類なき

イノベーションと自由企業経済に対して，どれだけ貢

献しているのか，すなわち，①いかにして，自由市場

経済が働くのか，②どのような政策が，自由企業経済

を促進するのかという問題に対して，新たな見解を示

している。 

一方，マルキール〔2007〕は，ボウモルが指摘す

るように，企業のイノベーションは，大企業によって

のみ遂行されるわけではないことを指摘している。す

なわち，Cisco，Starbucks，Microsoft以外にも，ウ

ィルコムのような企業は，最初から大企業であったわ

けではなく，ベンチャー・キャピタル（Venture 

Capital プライベート・エクイティのうちのベンチ

ャー・ファンド）が資金提供者となったため，成長で

きたからである 11)。 

このように，マルキール〔2007〕は，ボウモル〔2007〕

が指摘するように，企業のイノベーションは，大企業

によってのみ遂行されるわけではないことを指摘して

いる。また，ジョヴァノヴィック＝ルソー(Jovanovic, 

B. and Rousseau, P. L.)〔2007〕は，小規模で若年の

企業の貢献に焦点を当てており，こうした企業のうち

には，設立後すぐに最初のイノベーションをもたらす

企業もあるが，これらの企業は，他企業による模倣を

回避するために，すぐに新規株式公開をせずに，特許

権の取得を遅らせることによって，研究開発を秘密裏

に行うと主張している。さらに，ティクボバ＝ボレル

(Tykvová, T. and Borell, M.)〔2012〕は，2000年から

2008年までの欧州における企業のデータを基に，プラ

イベート・エクイティによってバイアウトされた企業

は，バイアウト後は，財務上の困難を伴うリスクが増

加する傾向があるにもかかわらず，類似のバイアウト

されていない企業と比較すると，財務上の困難を伴う

リスク，倒産リスクともに，低水準であることを実証

した 12)。たしかに，プライベート・エクイティのなか

には，買収先企業の長期的成長を目的とした機関もあ

るが，カーライルのように，リスクマネーの提供とガ

バナンスの支援に特化したプライベート・エクイティ

は，期間限定の株主であるため，最後まで責任を果た

す保証はない。すなわち，プライベート・エクイティ

は，投資先の企業価値創造後は，株式売却による収益

獲得を目的としており，あくまでも，期間の限定され

た支援機関である。そのため，今後は，リスクマネー

の提供とガバナンスの支援に特化したプライベート・

エクイティだけではなく，プライベート・エクイティ

に代替，あるいは，プライベート・エクイティを補完

するべく新たな機関として，被買収企業と利害の一致

する同業種の買収企業，あるいは，同業種の買収企業

と共同運営したファンドのような機関が必要となる。 
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4.イノベーションと経営戦略 

企業は，代償を求めて，リスクを冒し，利潤を得る

だけでなく，新たな市場を創出するべくイノベーショ

ンを引き起こし，雇用を生み，経済を成長させる。そ

のための手段として，リスクマネーの提供とガバナン

スの支援が必要となる。すなわち，企業の目的は，ボ

ウモル〔1959〕によると，寡占的企業の目的として，

売上高の最大化，ガルブレイス(Galbraith, J. K.)

〔1967〕によると，成熟した企業の目的として，株主

が満足する水準の利潤を獲得したうえでの売上高で測

定された成長率の最大化，ドラッカー〔1954, 1985〕

によると，顧客の創造であり，そのための機能は，イ

ノベーション（革新）戦略とマーケティング（競争）

戦略の2つしかない 13)。 

今日では，企業は，継続事業体として，事業を継続

することによって，成果を上げ，あらゆるステークホ

ルダーへ成果を還元することによって，経済を成長さ

せなければならない。そのための指針が経営戦略であ

り，そのための機能がイノベーション（革新）戦略と

マーケティング（競争）戦略である。たしかに，企業

の目的は，さまざまなステークホルダーとの良好な関

係を維持して，事業を継続していかなければならない

ため，リスクマネーの提供とガバナンスの支援を行う

投資家（株主・債権者）の立場に立つと，事業の成果

を評価するために株主価値が重視され，そのための戦

略を実行するためにも資金が必要となり，戦略そのも

のの評価にも，成長率など，何らかの財務指標が必要

となる。そのため，投資家の立場に立って，戦略を考

えると，ファイナンスもガバナンスも必要となるが，

ここでは，企業にとって，財務状況，あるいは，株主

価値を高めることが最終目標ではなく，リスクマネー

とガバナンスを手段として，寡占・非寡占，あるいは，

上場・未上場を問わず，イノベーションを引き起こす

ことが重要である。すなわち，革新力を備えた企業に

よるイノベーションこそが，持続的な経済成長を達成

できるものと考えるからである。また，シュムペータ

ーは，企業者と業主（経営者），すなわち，イノベーシ

ョンとマネジメントを分離していたが，その後のイノ

ベーション論の後継者であるドラッカー〔1985〕は，

マネジメントの1機能として，イノベーションを位置

づけ，イノベーション論とマネジメント論を統合させ

ることとなった。たしかに，シュムペーターは，イノ

ベーション（1939以降）を定義づけ，イノベーション

と企業家が経済発展に与える影響を指摘することとな

ったが，企業家と業主（以下，経営者），あるいは，イ

ノベーションとマネジメントについては分離しており，

イノベーションを技術的な側面以外にも，経済的・人

間的・社会的な側面などを含めて体系化したわけでは

ない。 

ここで，その後のイノベーション論の後継者である

ドラッカー〔1985〕は，イノベーションの方法（7つ

の機会），企業家精神（既存企業，公的機関およびベン

チャー・ビジネス），企業家戦略（総力戦略，ゲリラ戦

略，ニッチ戦略および顧客創造戦略）などをまとめる

ことによって，イノベーションを体系化することとな

った。また，ドラッカーは，顧客の価値を意識し，知

識によるイノベーション特有のリスクを回避するべく

マネジメントを考慮し，マネジメントの1機能として，

イノベーションを位置づけ，イノベーション論とマネ

ジメント論を統合させることとなった。さらに，ドラ

ッカーは，マネジメントを経済的・人間的・社会的な

側面などを含めて体系化することとなった 14)。 

一方，たしかに，ドラッカーは，イノベーションを

体系化することとなったが，失業や環境破壊といった

イノベーションによる社会的な（負の）側面について

言及したわけではない。 

ここで，あらゆるステークホルダーのなかのコーポ

レート・ガバナンスについて考察する必要性が出てく

る。ドラッカーは，シュムペーターのイノベーション

論に影響を受け，イノベーションの重要性を指摘し続

けた。また，ドラッカーは，企業の機能には，イノベ

ーションとマーケティングがあり，イノベーションは，

人的資源・物的資源・社会的資源を創造して，こうし

た資源に対して，富を創造する能力をもたらし，新た

な顧客のニーズを満たすことができると指摘した。さ

らに，ドラッカーは，イノベーションを実現するため

に，イノベーションのための機会を見つける必要があ

ると指摘した。その機会とは，業界や市場の内部環境

に関係する機会と業界や市場の外部環境に関係する機

会からなる7つの機会である。 

これらのうち，日常業務における予期せぬ成功や失

敗（不測の事態）など，内部環境によるイノベーショ

ンについては，リスク｟失敗の確率｠，不確実性およ

びリードタイムが小さく，新たな科学的知識，あるい

は，既存の知識の結合による発明発見など，外部環境

によるイノベーション（「新しい知識を活用する」知識

によるイノベーション）については，リスク｟失敗の

確率｠，不確実性およびリードタイムが大きいとした
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15)。とくに，その基本的な性格から，ほかのイノベーシ

ョンと区別・重視し，知識によるイノベーションの条

件として，①知識以外にも，社会，経済，認識の変化

などすべての要因を「分析する必要性」，②参入企業に

淘汰されないための「戦略の必要性（システム全体を

獲得しようとする戦略・市場のみを獲得しようとする

戦略・戦略的に重要な能力に集中し，重点を占拠しよ

うとする戦略）」，③技術的な価値だけでなく，顧客の

価値を意識して，知識によるイノベーション特有のリ

スクを回避するべく「マネジメントの必要性」を指摘

した 16)。とくに，企業家については，自身の高度な知

識・専門的な領域・技術的な側面だけではなく，顧客

にとっての価値にも関心をもたなければならないとす

れば，マーケティングを含めたマネジメントの必要性

が生じることになる。そう考えると，イノベーション

をもたらす企業家だけでなく，あらゆるステークホル

ダーの利益に基づく経営を行う一方，顧客の価値を意

識したマーケティング戦略を行う経営者，さらには，

長期的なリスクマネーの提供とガバナンスの支援を行

う投資家を中心としたコーポレート・ガバナンスの新

たな基準が必要となる。すなわち，企業の目的は，企

業の周りのあらゆるステークホルダーの要求を満足さ

せることである一方，企業が存続し続けるためには，

顧客の創造が必要であり，そのために，企業がもつべ

き機能として，他の企業とは異なるイノベーション（革

新）戦略と他社との競争関係を勝ち抜くべくマーケテ

ィング（競争）戦略との両方が必要となるからである。 

 

5.企業と市場の関係 

ここで，企業と市場の関係について整理すると，所

有と経営の分離に伴い企業の大規模化が進行するなか，

それまでの成り行き的で，非効率な管理に対して，科

学的な方法を導入することによって，効率的な管理の

重要性を説いたテイラー(Taylor, F. W.)〔1911〕，また，

組織全体の総合管理を前提とし，マネジメントの一般

性を説いたファヨール(Fayol, H.)〔1917〕，そして，ホ

ーソン実験などにより，人間の合理的側面よりも，人

間の心理的側面が重要であることを指摘したメイヨー

(Mayo, G. E.)〔1946, 1949〕等においては，企業の内

部環境に限定され，企業の外部環境の問題には触れら

れていなかった 17)。 

一方，メイヨー等の考えを導入し，非公式組織，意

思決定，コミュニケーションといった概念を重視し，

リーダーの役割を明らかにしたバーナード(Barnard, 

C. I.)〔1938〕以降においては，経営理論は新古典理論

から近代理論，組織論も新古典的組織論（内部管理）

から近代組織論（内部管理と外部管理）となり，組織

（企業）の内部環境と企業の外部環境との均衡（外部

均衡）が重視されるようになった 18)。 

その後，経済が発展し，企業の事業活動が，単一事

業活動から複数事業活動（多角化事業活動）へと発展

するにつれて，集権的組織としての職能部門組織から

分権的組織としての事業部制組織へと移行していく現

象を歴史的事例から明らかにしたチャンドラー

〔1962〕においては，「組織は戦略に従う」という命題

が示す通り，（企業の外部環境の変化による）経営戦略

の変化に適合するように，経営戦略を実行する組織（企

業の内部環境）が変化していくことが主張された（ア

ンゾフ(Ansoff, H. I.)〔2007〕は，その逆）。そして，

チャンドラーの研究成果の影響を受けたローレンス＝

ローシュ(Lorsch, J. W. and Lawrence, P. R.)〔1967〕

をはじめとする研究者等においては，条件適合理論（コ

ンティンジェンシー理論）が示す通り，企業の外部環

境の変化によって，経営戦略が変化し，戦略を実行す

る組織（企業の内部環境）も変化していくことが主張

された。しかしながら，企業の外部環境の変化に適合

するように，経営戦略も，組織（企業の内部環境）も

変化・機能し，経営戦略が計画通りに実現するため，

組織（企業の内部環境）が企業の外部環境に影響を及

ぼす可能性が無視されてしまう。ここで，ミンツバー

グ等(Mintzberg, H, Ahlstrand, B. and Lampel, J.)

〔1998, 2009〕は，経営戦略の策定について，組織内

（企業の内部環境）の経営者によって策定される計画

戦略だけでなく，組織内（企業の内部環境）の経営者

以外の人間や組織外（企業の外部環境）の市場などに

よって創造・変更される創発戦略もあることを明らか

にした。すなわち，企業（組織）は，外部環境によっ

て影響を受ける（外部環境→ビジョン→経営戦略→経

営計画→組織）だけではなく，（イノベーションなど）

外部環境に対して影響を及ぼす可能性があるためであ

る 19)。たしかに，チャンドラー〔1962〕は，企業と市

場の関係を「外部環境と組織や戦略との複雑な相互関

係」と捉えており，「戦略が組織に影響を及ぼすのと同

じように，組織も戦略に影響する」と主張している。

また，たしかに，チャンドラーによると，企業外部の

環境が変化すれば，企業の採用する経営戦略も変化し，

その戦略を実現する組織も変化していくのであるが，

こうして変化した組織は戦略には影響を及ぼすものの，

http://www.amazon.com/Henry-Mintzberg/e/B000AQ1IH8/ref=ntt_athr_dp_pel_1
http://www.amazon.com/s/ref=ntt_athr_dp_sr_3?ie=UTF8&field-author=Bruce+Ahlstrand&search-alias=books&text=Bruce+Ahlstrand&sort=relevancerank
http://www.amazon.com/Joseph-Lampel/e/B004LRKE7M/ref=ntt_athr_dp_pel_2
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企業外部の環境には影響を及ぼさない 20)。さらに，チ

ャンドラーは，「経済活動の調整と資源の配分にあたっ

て，近代企業が市場メカニズムにとってかわった」と

主張しており，チャンドラーにとっても，企業と市場

の関係は代替的なものである 21)。 

 このように，バーナード(Barnard, C. I.)〔1938〕以

降，組織の外部環境の重要性も指摘され始めたが，組

織（企業）の内部環境と外部環境との関係からマネジ

メントが体系化されたわけではなかった。 

こうしたなか，ドラッカーは，マネジメントを企業

に特有の機関・機能・道具とし，企業を①市場や顧客

のために，経済的な成果を生み出す機関，②人間を雇

用し，生産的・社会的な存在とする人間的・社会的な

組織，③社会やコミュニティに根差す社会的な機関と

捉えることによって，「権力の正統性（1950年以降）」

を説き，マネジメントを体系化し，その重要性を説く

こととなった。 

 

6.破壊的なイノベーションと拡張可能な中核能力 

ドラッカーと同様，顧客の視点に立ったイノベーシ

ョン理論として，クリステンセン(Christensen, C. M.)

〔1997〕のイノベーションのジレンマという理論があ

る。この理論は，業界トップの優良企業が，努力をく

りかえすにもかかわらず，時間の経過とともに，没落

していくとするクリステンセンの理論である 22)。すな

わち，新興企業による安価で，性能の低い技術が，ロ

ーエンド（下位）市場から参入し，ハイエンド（上位）

市場を侵食する破壊的イノベーションという現象によ

って，既存企業が没落していく過程である。たとえば，

新興企業の参入によって，既存企業が，競争を回避す

るために，利益率の低下した市場から，ハイエンド（上

位）市場へとシフトしていく一方，新興企業も，ハイ

エンド（上位）市場へと侵食していく過程である。事

例としては，シンプルで安価な製品やサービスを生産

する新興諸国による破壊的イノベーション（韓国の自

動車や携帯電話）などが挙げられる。ここで，シュム

ペーター〔1912〕によると，イノベーションという現

象を特徴づけるものは，「非連続的な変化」であり，ド

ラッカー〔1985〕によると，その本質は，「価値次元の

転換」である 23)。たとえば，携帯電話については，現

在，契約者数（需要）が飽和状態となり，スマートフ

ォンについても，契約者数（需要）が一巡した状況で，

通信事業各社は，顧客の視点を無視した過当競争を続

けている。 

これらの機器については，たしかに，小型化し，機

能も豊富になってきているが，これらの「新しさ」に

ついては，単に，価値次元のうえでの「技術進歩」で

しかない。すなわち，顧客にとっては，すでに，携帯

電話に対して，小型化・多機能化という価値次元，要

望があり，通信事業各社および関係各社の技術者など，

供給側が，顧客の価値次元に即して，顧客の要望に応

えたに過ぎないからである。 

一方，スマートフォンを利用したアプリ，たとえば，

LINE については，企業によるスタンプ広告の受け入

れと引き換えに，情報の編集権を「供給側から需要側

へ移行させる」という点については，「非連続的な変化」

をもたらすこととなった。 

このように，スマートフォンを利用したアプリ，た

とえば，LINE が，情報の編集権を供給側から需要側

（ユーザー消費者）へ移行させ，「非連続的な変化」を

もたらした点については，価値次元の転換（顧客にと

っての価値）をもたらすイノベーションとなった。 

一方，携帯電話やスマートフォンについては，たし

かに，「新市場型破壊のイノベーション」となったが，

現在のところ，「持続的イノベーション」のまま，固定

電話やパーソナルコンピュータを崩壊させるほど，破

壊的な存在とはなっていない 24)。 

こうした背景の下，クリステンセン〔2014〕は，新

たなビジネスや成長の機会を得るためには，シンプル

で安価な製品を開発するという原点に立ち返ることも

必要だと指摘している 25)。 

楠木(Kusunoki, K.)〔2013〕によると，クリステン

セン〔1997〕は，イノベーションの概念を定義に忠実

に解釈する一方，現実の経営にとって非常に重要な問

題に適用した点に大きな貢献がある。また，バウアー

＝クリステンセン(Bower, J. L. and Christensen, C. 

M.)〔2013〕によると，イノベーションは，組織や外部

的な機会ではなく，個人や内部的な発想から引き起こ

される。すなわち，リサーチによる客観的な情報の収

集，組織による経営システムの改変など，組織が，外

部から圧力をかけると，イノベーションは破壊される

ため，内発的なアイデアや直感による発想によって，

技術進歩よりも，イノベーションを重視することが重

要である 26)。 

 

7.コーポレート・ガバナンスとの関係 

クラフト＝ラヴィックス(Krafft, J. and Ravix, J. L.)

〔2005〕によると，株主価値がコーポレート・ガバナ

http://en.wikipedia.org/wiki/Clayton_M._Christensen


『証券経済学会年報』第 49 号別冊 

1-7-7 

ンスの限定されたビジョンを生み出し，電気通信産業

のような革新的な産業を高度な混乱に陥れている 27)。

また，クラフト＝ラヴィックス〔2005〕は，株主価値

最大化を主張する企業理論を批判すると同時に，長期

的なイノベーション戦略を指示するべく，コーポレー

ト・ガバナンスの新たな基準を提示した。それは，イ

ノベーションに基づいた企業家精神と企業家の役割に

焦点を置いた革新的な企業におけるコーポレート・ガ

バナンスの原理である。すなわち，経営者はイノベー

ションの事前的な協調，そして株主・投資家はイノベ

ーションの事後的な戦略の実行可能性を管理するとい

うことである。たとえば，クラフト＝ラヴィックス

〔2006〕は，経営者の役割として，あらゆるステーク

ホルダーの利益に基づく会社の経営・新たな技術と市

場の発見，投資家の役割として，リスクの負担・長期

的な方向性，そして，コーポレート・ガバナンスの役

割として，協調・支援・管理を挙げている 28)。 

一方，株主，債権者だけがコーポレート・ガバナン

スの主権者ではなくなる状況では，企業の長期的な成

長を達成するべく経営者と株主という2者間の相互補

完関係に加えて，現実に本質価値の水準を左右するべ

く従業員や顧客といった他のステークホルダーとの関

連でも，コーポレート・ガバナンスの新たな基準が必

要となる（多数者間）。たとえば，ドイツにおける共同

決定法のような制度と同様に，何らかの形態で，従業

員のうち，代表者数名を取締役会，あるいは，監査役

会に入れるだけでなく，短期利益ではなく，長期利益

を求める株主のみに議決権を与えるようなモデルが考

えられる。 

ただ，その場合，リスクなど，従業員に不利となる

ような意思決定を行うことが難しくなる可能性が残る。 

 

8.おわりに 

本稿では，まず，ケインズのマクロ経済学のミクロ

的基礎づけとして，クラウアーをはじめとする需要サ

イドからの考察およびアイクナーをはじめとする供給

サイドからの考察に加えて，ボウモルをはじめとする

さらなる供給サイドからの考察を行った。つぎに，シ

ュムペーターをはじめとするイノベーション論および

チャンドラーをはじめとする経営戦略論，そして，イ

ノベーション論とマネジメント論を統合したドラッカ

ーをはじめとするイノベーション論との関連で，企業

と市場の関係および革新的企業におけるイノベーショ

ン理論を整理した。そして，拡張可能な中核能力によ

って，既存企業を侵食する新規参入企業および破壊的

なイノベーションに陥りがちな既存企業の事例を挙げ

ることによって，近年の革新的企業におけるイノベー

ション理論と比較考察した。さらに，こうした考察を

基に，今後の課題として，短期的な株主価値最大化で

はなく，長期的なイノベーション戦略を遂行するべく，

これまでの議論と一貫したコーポレート・ガバナンス

の新たな基準へと理論を繋げた。クラフト＝ラヴィッ

クス〔2014〕は，大規模国際データベースを使用して，

非米国企業が，米国企業の成功事例を導入することに

よって，企業の価値および業績を向上させていること

を実証する一方で，米国・非米国を問わず，世界中の

企業で一般的に適用かつ普及可能な標準的コーポレー

ト・ガバナンスの基準を提示しようとしている 29)。 

しかしながら，米国型のコーポレート・ガバナンス

は，必ずしも，ドイツや日本の経営に適合するとは限

らない。すなわち，米国における企業の根底にある企

業観とドイツや日本における企業の根底にある企業観

が異なるからである。 

一方，日本的企業は，経営環境の変化に伴って，「日

本的経営」の強みを活かしつつも，改革・変質を迫ら

れている。また，日本的企業は，「会社は従業員のもの

である」という企業観に基づいた「日本的経営」の強

みを活かした経営を目指す一方，株主主権に基づいた

会社法との整合性を維持していく必要性にも迫られて

いる。さらに，日本的企業は，こうした株主利益の制

約の問題に加えて，経営者（候補者）の指名を取締役

会以外のどの機関が行うべきかという課題にも迫られ

ている 30)。また，たしかに，国家間レベル・企業間レ

ベルにおいて，ガバナンス・ギャップを1つの標準的

なガバナンスへと収束させていくためには，企業のガ

バナンスと企業価値・企業業績に関する十分なデータ

と実証分析を必要とするが，少なくとも，理論レベル

においては，従来型の新制度学派によるモデルではな

く，革新的な企業におけるコーポレート・ガバナンス

の基準を模索していく必要がある。 
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